予算要求資料
平成31年度当初予算　　支出科目　款：民生費　　項：児童福祉費　　目：児童福祉諸費　　
	事業名　保育士・保育所支援センター事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　健康福祉部　子ども・女性局　子育て支援課　保育支援係　
電話番号：058-272-1111（内2635）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11236@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　25,607千円（前年度予算額：27,143千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	27,143
	7,700
	0
	0
	0
	0
	37
	0
	19,406   

	要求額
	25,607
	6,442
	0
	0
	0
	0
	37
	0
	19,128   

	決定額
	25,607
	8,252
	0
	0
	0
	0
	37
	0
	17,318


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
○県内の保育士の求人倍率は、少子化や折からの人手不足に加え、保育士養成施設の学生数の減少や保育士の離職等により、平成26年度以降、毎年度上昇しており、保育士不足の状況は悪化している。
○県内の待機児童数は、平成30年4月1日現在で「0」となったものの、3歳未満児を中心とした保育需要の増加により、年度途中には待機児童が発生している。加えて、平成31年10月に実施予定の幼児教育・保育無償化によって更なる保育需要の増加が見込まれ、より一層の保育士不足が懸念されることから、保育士確保に向けた取組みを強化する必要がある。
（2） 事業内容
①求人・求職マッチング及び各種相談事業
　　就職支援・相談員等を配置し、保育所・保育士等の求人・求職相談への対応や就職斡旋の実施、現役保育士からの悩み相談等に対応。
②［拡充］保育人材確保・定着支援事業
○「保育のしごと」見学会
　　保育に興味・関心を持つ方や潜在保育士等を保育の仕事に誘う見学会。
○[新]保育の魅力紹介学生セミナー
　　保育士養成施設の就職活動前の学生に、保育の仕事の魅力等を伝え保育所等への就職意欲を高めるセミナーの開催。
○[新]保育士定着フォローアップ研修・交流会
　　センターを介して就職した保育士の離職防止、定着を図るフォローアップ研修・交流会等の実施。

○[新]保育現場の問題解決実践研修
　　　保育士の離職に繋がる園内の様々なトラブル、課題等への対応能力をケーススタディで習得する実践型研修の実施。

③広報･情報発信事業
　　センターの取組みの周知や保育人材の募集、各種事業、相談会等の告知等を実施。
④［拡充］保育人材掘り起し・求職登録促進事業
○[新]保育士現況等一斉調査
20～64歳までの保育士登録簿登載者24,590人（H30.8末現在）のうち、平成30年度調査対象（30～49歳:12,262人）を除く12,328人と、H30.9月以降の新規登録者(約1,000人／年)を対象として現況等の調査を実施。
＜厚生労働省：保育対策総合支援事業費補助金(保育士・保育所支援センター設置運営事業)活用事業＞
（3） 県負担・補助率の考え方
国１／２　県１／２
（4） 類似事業の有無

　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報酬・共済費
	14,641
	就職支援・相談員等報酬

	旅費
	2,248
	就職支援・相談員等出張旅費、費用弁償

	需用費
	926
	事務用品購入費、お茶等、チラシ・ポスター印刷

	役務費
	790
	郵便代・電話代、見学会保険料（イベント保険）

	委託料
	6,818
	ポータルサイト構築費用、広告掲載費用

	その他
	184
	講師謝金、研修会場費等

	合計
	25,607
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ
○子ども・子育て支援事業支援計画（第３次岐阜県少子化対策基本計画の一部、H27～H31）において、保育士の人材確保を明記。
（２）他県の状況

○全国４５都道府県６３自治体で実施（平成３０年４月現在）
　うち、自治体直営は１道、２県、１６市
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
年間を通して待機児童の発生を予防するため、県内の保育所で必要な保育士を確保し、適切な保育サービスが提供できる体制を整備する。　　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	保育士オンライン登録者数
	13
（H28）
	0
（H27）
	13
（H28）
	34
（H29）
	540 
（H31）
	6.3％


	潜在保育士の再就職マッチング数
	172
（H26）
	274
（H27）
	345
（H28）
	420
（H29）
	665
（H31）
	63.1％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成３０年４月からセンターを県で直営化し、場所をＯＫＢふれあい会館内に移転するとともに、就職支援・相談員を２名から４名に増強し、就職相談、職場見学会等を実施。
また、県内全域をカバーするため、ハローワークと連携して出張相談会を実施。
　その他、発達障がい児を担当する保育士に対する指導・助言を行うための専門の相談員を配置し、巡回指導及びセミナーを実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　直営化により、市町村やハローワーク等の行政機関との情報共有や連携事業が迅速に行うことが可能となった。
　また、県が認可権者となっている指定保育士養成施設との連携も可能となり、入口から出口までの全体を見通した施策の企画・実施が可能となった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)○
	県内の多様な保育ニーズに対応するため、必要な保育士を確保し、保育サービスの充実を図る必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	県内の待機児童が６年ぶりに解消され事業の効果がみられるものの、県内の保育関係団体からは、依然として保育士不足の声があがっているため、センターの更なる強化が必要である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	市町村、保育所、保育関係団体、ハローワーク等の関係機関との間で連携会議を行い、地域の実情に応じてセンターの各種事業っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
園長等の管理者の資質向上を図り、保育士の業務の軽減・効率化等による保育環境の改善を促し、保育士の離職防止を図る必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

求職・求人相談に加え、「保育のしごと見学会」、保育士養成施設の学生向けの「保育のしごと魅力紹介セミナー」、保育環境の改善のための園長等管理者向け研修を行う。


